＜政策ニュースレター第246号＞

協会けんぽの財政対策、年明けに議論継続

第59回社会保障審議会医療保険部会報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。

第59回社会保障審議会医療保険部会が11月28日、都内で開催され、（１）協会けんぽの財政対策、（２）健保組合における準備金の見直し、（３）70歳～74歳の患者負担特例措置ほか高齢者医療制度、（４）健康保険と労災保険の適用関係の整理、について議論した。連合からは菅家副事務局長が出席した。

　主な内容は次のとおり。

（１）協会けんぽの財政対策について

　協会けんぽに対する国庫補助の取り扱いや後期高齢者支援金の負担方法に関する再度の議論を行った。

　菅家副事務局長は、「国庫補助は協会けんぽの報酬水準が低いことをカバーするために導入されたもので、法律本則では16.4%～20％の範囲と定められている。報酬水準の格差が拡大している現在、上限20％を適用してもおかしくない状況だ。附則にもとづく『当分の間、13％とする』との特例措置を止めて、本則どおり適用することは論を待たない。また総報酬割の考え方は、厚生労働省・高齢者医療制度改革会議の結論で、現行制度を廃止した後の改革メニューの１つとして示されたものであり、3年前の協会けんぽに対する特例措置に脈絡なく導入されたとの感は拭えない。協会けんぽのみならず健保組合内でも格差が生じており、それらを踏まえ諸課題について総合的な対応が必要だ」と述べた。

　また多くの委員が「協会けんぽの保険料引き上げは回避すべき」と主張し、議論の最後に遠藤部会長は、「高齢者医療制度の見直しは、社会保障国民会議で検討していくことになる。当面の課題である協会けんぽの財政については、状況が非常に厳しいという共通認識が得られ、また現行の国庫補助16.4％、3分の1総報酬割を延長するのはやむを得ないという意見が多かったと受け止めている」と締めくくった。なお、議論は次回以降も引き続き行われる。

（２）健保組合における準備金の見直しについて

　健康保険法および施行令で、健保組合は、準備金が「医療給付費相当分および後期高齢者支援金などの拠出金相当分」の3カ月分に相当する額に達するまで、剰余金を積み立てなければならないとされている。健保連は同部会の第57回会合（11月7日開催）でこの見直しを求めており、今回厚生労働省より2カ月相当分に減じる案が示された。健保連は、「過去に健保組合が解散した事例を詳しく調べ、準備金をさらに減らせるかどうか検討してほしい。また、財政が逼迫している健保組合は資金繰りに苦慮しており、来年度からこれを実施してほしい」と要望した。これに対し厚生労働省は、「今回の見直し後、解散が行われた場合の保険料納入について詳しく把握し、その上でさらに引き下げが可能かどうか検討していきたい。また来年度から実施できるよう手続きを早めたい」と応じた。

（３）70歳～74歳の患者負担特例措置ほか高齢者医療制度について

　前回会合に続き、70歳～74歳の患者負担割合について議論を行った。菅家副事務局長は、「基本的に、年齢で負担割合を区分するという考え方に合理的理由はなく、このような議論には違和感を覚える。まず高齢者医療制度の抜本改革が不可避であり、その中でこうした問題を議論すべきだ」との考えを述べた。他の委員も前回同様の意見を述べ、低所得者対策を講じつつ、直ちにあるいは段階的に法律本則どおり2割負担へ戻すべきという意見、1割負担とする現行の特例措置を継続すべきという意見の両方が出された。

（４）健康保険と労災保険の適用関係の整理について

　厚生労働省内の「健康保険と労災保険の適用関係の整理プロジェクトチーム」は10月29日、健康保険における業務上・外の区分を廃止することなどを盛り込む報告書を取りまとめた。これは、例えば健康保険の被扶養者が請負業務で負傷した場合に、労災保険と健康保険のどちらからも給付を受けられないという「制度の谷間」を埋めることを目的としている。これを受けて同部会では、①健康保険法を改正して業務上・外の区分を廃止すべきかどうか、②役員の業務上における負傷に関する取り扱いはどうすべきか、③見直しの遡及適用を行うべきかどうか、について議論を行った。

　菅家副事務局長は、「請負は実態的に労働者性があるかどうかであって形式的な問題ではない。使用者責任がある場合には労災保険を適用することが大原則だ。当初健康保険法にはそのような区分がなかったが、労災保険制度の創設にあわせて区分され、健康保険と労災保険の住み分けが法律上明確になったものだ。むしろ、労災保険が適用されないのに健康保険法も適用されないという運用実態に問題がある」と述べ、健康保険における「業務」の解釈をめぐる問題点を指摘。「健康保険法における業務上・外の区分という法律の根本を改める必要は全くない」との考えを述べた。

　これには岩村部会長代理も同調し、「これまでは健康保険での業務の概念が広過ぎたのであり、『業務外とは労災保険における業務上の認定を受けなかったもの』と定義すれば法改正は必要ないのではないか」と述べた。一方で「解釈変更では現場が混乱するので、法改正で対応してほしい」（健保連）、「業務上・外の区分廃止は健康保険法の『目的』という根幹にかかわる内容であり、運用上で法律の解釈を変更するよりも明確に法改正してほしい」（協会けんぽ）との意見も出された。

　これに対し厚生労働省は「業務外の区分は労災保険法との線引きを念頭に置いた規定と考えられるが、その後早い段階から、健康保険法上の『業務』とは『反復、継続した事務事業』という運用をしており、労災保険の業務災害より広い概念での運用を積み重ねてきた。これは相当浸透している状況であり、『業務災害』という文言を加えて目的規定上も労災保険法との区分を明確にしながら法改正を行う方が、混乱は少ないと考える」と述べた。

　また、役員の取り扱いについては現行どおり従業員５人未満の法人の役員にのみ健康保険から給付すること、見直しの遡及適用は行わないことで意見が一致した。

（５）その他

　次回の医療保険部会は  1月9日（水）に開催される予定である。

以上
